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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第２四半期連結
累計期間

第８期
第２四半期連結
累計期間

第７期
第２四半期連結
会計期間

第８期
第２四半期連結
会計期間

第７期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高　　　　　　　　 （千円） 37,407,02830,485,39418,511,92815,035,49272,708,652

経常利益

（△は経常損失）
（千円） △119,4051,173,107△198,548 527,030 178,652

四半期（当期）純利益

（△は純損失）
（千円） △811,9481,025,395△709,442 449,140△1,027,336

純資産額 （千円） ― ― 3,164,0713,964,7442,926,449

総資産額 （千円） ― ― 24,442,26821,446,82725,451,811

１株当たり純資産額 （円） ― ― 28,923.4136,419.3226,873.17

１株当たり四半期

（当期）純利益金額

（△は純損失）

（円） △7,461.879,426.07△6,521.634,128.77△9,442.61

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益金額

（円） ― ― ― 4,125.97 ―

自己資本比率 （％） ― ― 12.9 18.5 11.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △3,340,975△792,223 ― ― △1,902,601　

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △865,835△32,886 ― ― △669,915

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,655,526△1,345,580 ― ― 2,472,946

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） ― ― 8,101,4508,381,62810,551,629

従業員数 （人） ― ― 2,088 1,882 1,920

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第７期第２四半期連結累計(会計)期間及び第７期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．第８期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．従業員数は就業人員数であり、期間スタッフを含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

平成21年９月30日現在では、当社グループは、当社及び連結子会社９社により構成されており、人材関連事業、教育

事業、介護事業、フランチャイズ事業及びその他の事業を展開しております。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,882(3,146)

　（注）１．従業員数は就業人員数（常勤講師及び常勤介護スタッフを含む。）であり、期間スタッフを含んでおりませ

ん。

２．臨時雇用者数（非常勤講師、パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員等を含む。）は、当第２四半期連

結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 70 (12)

　（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人

員を（　）内に外数で記載しております。

　

EDINET提出書類

ヒューマンホールディングス株式会社(E05428)

四半期報告書

 3/31



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 提供能力

当第２四半期連結会計期間における人材関連事業の派遣労働者の登録者数は、次のとおりであります。
平成21年６月30日現在（人） 増加数（人） 減少数（人） 平成21年９月30日現在（人）

263,209 13,993 734 276,468

（注）１．減少数につきましては、当第２四半期連結会計期間において、稼働見込みのない登録派遣スタッフの登録を抹

消したものであります。　　

２．登録者につきましては、前連結会計年度までは仮登録者を計算対象としておりましたが、第１四半期連結会計

期間より本登録者のみを計算対象とすることに変更しております。

　前第２四半期連結会計期間における人材関連事業の派遣労働者の登録者数は、次のとおりであります。　
平成20年６月30日現在（人） 増加数（人） 減少数（人） 平成20年９月30日現在（人）

266,244 14,512 57,726 223,030

　

教育事業における受講生を収容できる教室数及び収容座席数は、次のとおりであります。

 
平成20年９月30日現在　 平成21年９月30日現在

教室数（室） 収容座席数（席） 教室数（室） 　前年同四半期比（％） 収容座席数（席） 前年同四半期比（％）　

北海道・東北地区 42 766 22 52.4 350 45.7

関東地区 218 4,352 168 77.1 3,269 75.1

中部地区 45 906 34 75.6 497 54.9

近畿地区 165 3,518 119 72.1 2,273 64.6

中国・四国地区 29 441 28 96.6 423 95.9

九州・沖縄地区 68 974 67 98.5 959 98.5

海外（米国・中国） 10 177 13 130.0 285 161.0

合計 577 11,134 451 78.2 8,056 72.4

(2) 受注状況

　該当事項はありません。
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(3)販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、従来「その他の事業」に含めていた「フランチャイズ事業」を独立して表示

しており、以下のセグメント別の業績につきましては、前期の業績を変更後のセグメント区分に組み替えて比較して

おります。　　
　

事業の種類別セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間

（自　平成20年７月１日　　

　　至　平成20年９月30日）　　

当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日

　　至　平成21年９月30日）
前年同四半期比（%）　

　
販売高（千円） 構成比（％） 販売高（千円） 構成比（％）

人材関連事業 　 　         　

人材派遣事業 13,265,493 71.7 9,967,428 66.3 75.1

人材紹介事業 339,993 1.8 109,072 0.7 32.1

その他附帯事業 7,575 0.0 64,463 0.4 850.9

小計 13,613,063 73.5 10,140,963 67.4 74.5

教育事業 　 　 　 　     

社会人教育事業 2,107,291 11.4 1,886,434 12.6 89.5

全日制教育事業 1,540,597 8.3 1,750,131 11.6 113.6

小計 3,647,889 19.7 3,636,566 24.2 99.7

介護事業 996,276 5.4 1,078,768 7.2 108.3

フランチャイズ事業 88,527 0.5 47,676 0.3 53.9

その他の事業 166,171 0.9 131,516 0.9 79.1

合計 18,511,928 100.0 15,035,492 100.0 81.2

　（注）記載している金額につきましては、消費税等は含んでおりません。

　　　

　人材関連事業における派遣スタッフ及び期間スタッフの月平均稼働人数（平成21年７月～平成21年９月）は、次の

とおりであります。

　

前第２四半期連結会計期間

（自　平成20年７月１日

　  至　平成20年９月30日）　

　当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　

　　至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（%）

月平均稼動スタッフ数　 17,377人　 16,645人　 95.8　

　　教育事業における受講生の月平均人数（平成21年７月～平成21年９月）は、次のとおりであります。

　

前第２四半期連結会計期間

（自　平成20年７月１日

　  至　平成20年９月30日）　

　当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　

　　至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（%）

月平均受講生数　 19,026人　 15,798人　 83.0　

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成21年11月13日）現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や個人消費等に持ち直しの動きが見られるものの、雇用

情勢は悪化傾向が続いており、厳しい状況で推移いたしました。

当社グループを取り巻く事業環境は、人材関連事業におきましては、景気後退による雇用の抑制が続いており、厳

しい状況が続いております。教育事業におきましては、教育ニーズの多様化・高度化が進んでおり、また、少子化の

影響による国内市場の縮小に伴い海外市場への進出の動きも見られております。介護事業におきましては、マー

ケットは拡大しております。

このような状況において、当社グループは、主に人材関連事業の再構築と教育事業の利益確保に取り組みました。

また、より一層の経費削減にも取り組み、不採算事業所の撤退等も推進いたしました。

以上の結果としまして、当第２四半期連結会計期間における売上高は、主に人材関連事業の減少により前年同四

半期比18.8%減の15,035百万円となりました。利益面では、主に人材関連事業及び教育事業の徹底した経費削減によ

り経常利益は527百万円（前四半期連結会計期間は198百万円の経常損失）、四半期純利益は449百万円（前四半期

連結会計期間は709百万円の四半期純損失）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、詳細は「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸

表　注記事項　セグメント情報　事業の種類別セグメント情報」をご覧ください。

なお、第１四半期連結会計期間より、従来「その他の事業」に含めていた「フランチャイズ事業」を独立して表

示しており、以下のセグメント別の業績につきましては、前期の業績を変更後のセグメント区分に組み替えて比較

しております。　

　

①　人材関連事業

人材関連事業におきましては、顧客企業の雇用の抑制が続いたことにより、人材派遣、人材紹介ともに減少いた

しました。人材派遣の売上としては、単発案件は増加いたしましたが、総じて減少いたしました。特定派遣分野に

おきましても、技術者の稼働率が低下したことにより、売上が減少いたしました。

登録者の確保につきましては、インターネット経由での登録を促進いたしました。

事業所につきましては、松山支社（愛媛県）を高松支社（香川県）に統合いたしました。

この結果、人材関連事業の売上高は前年同四半期比25.5％減の10,140百万円となりました。また、利益面では、

全般的な経費削減を推進したものの、売上の減少の影響が大きく、営業利益は前年同四半期比26.1%減の162百万

円となりました。

　

②　教育事業　

教育事業におきましては、前連結会計年度まで不採算事業からの撤退、不採算校舎の閉鎖・縮小等に取り組ん

でおり、引き続き経営効率の向上に努めました。

社会人教育事業では、通学講座の「日本語教師養成講座」、「医療事務講座」、「心理カウンセリング（NLPプ

ラクティショナー）講座」等の売上が増加し、また、通信講座の販売が増加いたしました。

しかしながら、この部門では、前連結会計年度の新規契約の減少により、受講生が減少いたしました。

全日制教育事業では、ターゲットの拡大を見据え通信制高校を開校しており、通信制高校のサポート校との連

携を図りました。

しかしながら、この部門では、大学と競合するカレッジが想定以上に苦戦したことにより、総合学園ヒューマン

アカデミーの本科部門在校生が減少いたしました。

この結果、教育事業の売上高は前年同四半期比0.3％減の3,636百万円となりましたが、全般的な経費削減によ

り営業利益は215百万円（前四半期連結会計期間は430百万円の営業損失）となりました。

　　

③　介護事業

介護事業におきましては、順調に利用者数が増加いたしました。

デイサービスステーションにおいては、利用者の定員に対する充足率の向上に努めました。

利用者の増加に対応するため、介護スタッフの新規採用に努め、サービス向上を目的として研修体制の充実に

努めました。

事業所につきましては、デイサービスステーションとして平塚・新横浜（神奈川県）を新規開設した他、併設

型事業所として千種の湯（愛知県）を新規開設し、ちくさ訪問介護ステーションを統合いたしました。

この結果、売上高は前年同四半期比8.3%増の1,078百万円、営業利益は前年同四半期比64.5%増の98百万円とな

りました。
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④　フランチャイズ事業

フランチャイズ事業におきましては、幼児・小学生向け英会話教室に加えて、ロボット教室の加盟校の拡大、受

講生の確保に努めましたが、受講生の募集が想定以上に苦戦いたしました。

国内においては、経営効率の向上を図るため、十三教室（大阪府）を除く関東地区・中部地区の直営店を閉鎖

いたしました。

この結果、フランチャイズ事業の売上高は前年同四半期比46.1%減の47百万円、営業損失は53百万円（前四半期

連結会計期間は80百万円の営業損失）となりました。

　

⑤　その他の事業

プロバスケットボールチーム「大阪エヴェッサ」の運営におきましては、チケット売上及びスポンサー売上が

減少いたしました。　

コスメティック関連事業におきましては、既存店舗において売上が順調に増加いたしました。

この結果、その他の事業の売上高は、前年同四半期比20.9%減の131百万円、営業利益は71百万円（前四半期連結

会計期間は3百万円の営業利益）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期連結会計期

間末に比べ285百万円減少し、8,381百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、103百万円（前年同四半期は873百万円の減

少）となりました。これは主に、前受金の減少額が754百万円あったものの、税金等調整前四半期純利益が488百万

円、法人税等の還付が支払額を593百万円超過したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、67百万円（前年同四半期は415百万円の減

少）となりました。これは主に、介護事業所の新規開設、事務所移転等の支出によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、320百万円（前年同四半期は107百万円の増

加）となりました。これは主に、長期借入により200百万円を調達したものの、短期借入金の純減額が149百万円、長

期借入金の約定による返済が371百万円あったことによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

①　法的規制変更のリスク

当社グループの各事業は、現時点の法的規制に従って業務を遂行しております。将来における法令等の変更及

びその影響は現段階では不明でありますが、規制が新設または強化される場合には、当社グループの経営成績に

影響を与える可能性があります。

②　社会保険料の改定について

社会保険料率は、今後長期間にわたって上昇していくことが予想されます。

当社グループの主力事業として展開している人材派遣事業においては、社会保険加入対象となる派遣スタッフ

の完全加入を徹底しており、今後も社会保険料の負担が増加していくことが予想されます。

当社グループは、今後とも利益向上に努めてまいりますが、社会保険の改定による保険料率や被保険者の範囲

等に変更がある場合には、今後の業績に影響を及ぼす可能性があります。

③  人員の確保について

(a)  講師の確保について

教育事業におきましては、業界直結型の講座を展開しているため、業界の第一線で活躍する人物に講師を依

頼することを原則としております。そして、社会的ニーズの高い講座を開発するよう努めておりますが、専門性

の高い講座については、講師として教授できる人物の確保が困難な場合があります。また、社会的ニーズが高い

がゆえに実務家が本業に専念されがちであることなどにより、講師給が比較的高くなる可能性もしくは講師の

確保ができずに開講できない可能性もあります。このようなことが多発する場合には、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

(b)  派遣スタッフの確保について

人材派遣事業におきましては、顧客企業の依頼に応じて迅速に登録派遣労働者をマッチングさせることが重

要であり、事業の性質上、派遣スタッフの確保が非常に重要であります。

教育事業との連携による専門知識を身に付けた教育事業の修了生にスタッフ登録への働きかけを行うなど

して、専門特化型派遣に注力しておりますが、特に専門性の高い技術者については、必ずしも適時に確保できる

保証がありません。このようなことが多発する場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

(c)  介護スタッフの確保について

介護保険法の施行以来、介護業界における介護スタッフの確保が事業展開のカギとなっております。

当社グループを含めて介護事業者各社ともホームヘルパー講座を開講し、介護スタッフの養成及び確保に努

めております。

しかしながら、適時に介護スタッフを確保できないことが多発する場合には、今後の事業展開及び利用者数

拡大の制約となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④  社員の定着について

当社グループの社員層は若い年齢層に集中しており、将来のキャリアパスを明示しにくいという課題がありま

す。

これに対し社内公募制度や社内起業制度をさらに浸透させるなど、社員自身が主体的に自らのキャリアパスを

描き実現できる人事施策をより重点的に行うことによって、グループ横断でのキャリアアップモデルを構築し優

秀な人材の定着率向上に努めてまいります。また、体系的な教育研修の継続や社員の能力・業績成果に対して応

分に報いる評価制度を充実させることにより、社員育成と社員のやりがいをバックアップする施策の充実を図り

ます。

しかしながら、一定の離職率が継続する場合には、当社グループの人材・ノウハウが社外に流出することにな

り、当社グループの今後の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　新規事業への投資について

当社グル－プは、グループシナジー効果を高めながら既存事業の周辺分野への展開を図り、新規事業を推進し

ております。

これらの新規事業が、当初予定した成果を上げることができない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

⑥  投資有価証券の減損について

当社グル－プは、投資有価証券を保有しておりますが、その時価または実質価額が著しく下落した場合には、回

復する見込みがあると認められる場合を除き、当該時価または実質価額までを評価損として計上することとなる
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ため、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

⑦  固定資産の減損について

「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、当社グループの事業用の資産及び遊休資産に、減損損失の

認識をすべきであると判定された場合は、帳簿価額から回収可能価額までを減損損失として計上することとなる

ため、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、21,446百万円となり、前連結会計年度末の25,451百万円から4,004百

万円減少いたしました。

流動資産につきましては、15,269百万円となり、前連結会計年度末の19,128百万円から3,858百万円減少いたしま

した。これは主に、現金及び預金が2,170百万円、売掛金が847百万円、未収入金が775百万円減少したことによるもの

です。また、固定資産につきましては、6,176百万円となり、前連結会計年度末の6,323百万円から146百万円減少いた

しました。

次に、負債合計は、17,482百万円となり、前連結会計年度末の22,525百万円から5,043百万円減少いたしました。

流動負債につきましては、13,994百万円となり、前連結会計年度末の18,861百万円から4,866百万円減少いたしま

した。これは主に、前受金が2,028百万円、未払金が1,100百万円、短期借入金が1,100百万円減少したことによるもの

です。また、固定負債につきましては、3,487百万円となり、前連結会計年度末の3,664百万円から176百万円減少いた

しました。これは主に、長期借入金が215百万円減少したことによるものです。

純資産につきましては、3,964百万円となり、前連結会計年度末の2,926百万円から1,038百万円増加いたしまし

た。これは主に利益剰余金が増加したことによるものです。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、改修につい　

て完了したものはありません。

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却計画は次のとおりであります。

　①　新設　
会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメント

設備の内容
投資予定額
（千円）

既支払い
（千円）　

調達方法
　

着手 完了 増加能力

ヒューマンリソシア㈱ － 介護事業 事業所の新設 37,27313,399　 自己資金　 平成21年11月平成22年８月３事業所

　

　②　除却

　　  当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 410,000

計 410,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 109,872 109,872ジャスダック証券取引所 （注１、２）

計 109,872 109,872 － －

 （注）１．「提出日現在発行数」の欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に　

　

　　　　　 より発行された株式数は含まれておりません。

　　　 ２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりませ

　　　　　 ん。
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(2)【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成14年８月24日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）（注１） 153

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注１、２、４）
306

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注３、４） １株当たり25,000

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日～

平成22年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注３、４）

発行価格　　１株当たり25,000

資本組入額　１株当たり12,500

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当会社又は当会社の旧商

法上子会社の取締役及び従業員の地位を失ったときは新

株予約権を行使することができない。その他の条件は、当

会社取締役会決議に基づき、当会社と新株予約権の割当を

受けた者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定

めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分をすることができない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議日からの当社及び子会社の取締

役の退任及び従業員の退職並びに新株予約権の権利行使に伴って減じた数であります。

２．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的たる株

式数を調整する。調整の結果、１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的

たる株式数を調整する。調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 併合の比率

３．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき金額を

調整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既発行株式数

既発行株式数＋新発行株式数

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき

金額を調整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

併合の比率

４．平成17年５月20日開催の取締役会決議により、平成17年９月20日付で１株を２株にする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－　 109,872 － 1,299,900　－ 1,100,092

(5)【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

佐藤朋也 東京都渋谷区 32,124 29.23

有限会社ペアレンツ 東京都渋谷区代々木5丁目50－13-316　 18,440 16.78

佐藤耕一 兵庫県芦屋市　 13,142
           

11.96

黒﨑耕輔 東京都目黒区　 5,964 5.42

ヒューマンホールディングス

従業員持株会
東京都新宿区西新宿6丁目6-2 5,011 4.56

有限会社ＴＨ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10 3,256 2.96

株式会社ＹＳ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10　 3,256 2.96

株式会社ＡＮ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10　 2,664 2.42

有限会社ＫＫ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10　 2,664 2.42

オフィスあぐり株式会社 東京都目黒区下目黒5丁目11-19-301　 2,500 2.27

計 － 89,021 81.02

　（注）１．佐藤耕一氏から、平成21年10月７日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成21年９月30　　

　　　　　　日現在の実質所有株式数を確認し、上記大株主の状況を記載しております。

　　　　　　なお、平成21年９月30日現在の株主名簿上の所有株式数は、以下のとおりであります。

　 氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

　 佐藤耕一 兵庫県芦屋市　 17,142            15.60

　 黒﨑耕輔 東京都目黒区　 4,964 4.51

　　　　２．ヒューマンホールディングス従業員持株会は、平成21年10月19日に東京都新宿区西新宿7丁目5-25へ住所

　　　　　　変更を行っております。
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式  　　1,089　　　

　
－ －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　　108,783　　 108,783 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 109,872 － －

総株主の議決権 － 108,783 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式（名義書換失念株式）が３株含まれてお

ります。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ヒューマンホールディ

ングス株式会社

東京都新宿区西新宿６－

６－２
1,089     － 1,089 0.99

計 － 1,089     － 1,089 0.99

 （注）平成21年10月19日に東京都新宿区西新宿7丁目5-25へ本社移転を行っております。

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 12,60014,50023,80024,05063,60053,300

最低（円） 11,50011,20013,00017,50019,30035,050

　（注）  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,481,628 10,651,629

売掛金 5,728,117 6,575,678

商品 234,906 246,263

貯蔵品 7,833 21,592

その他 821,460 1,639,549

貸倒引当金 △4,004 △6,138

流動資産合計 15,269,942 19,128,575

固定資産

有形固定資産 ※1,2
 2,753,018

※1,2
 2,823,022

無形固定資産 343,074 387,009

投資その他の資産

差入保証金 1,979,922 2,029,982

その他 1,162,651 1,152,184

貸倒引当金 △61,781 △68,962

投資その他の資産合計 3,080,791 3,113,204

固定資産合計 6,176,885 6,323,235

資産合計 21,446,827 25,451,811

負債の部

流動負債

買掛金 119,240 126,869

短期借入金 600,000 1,700,000

1年内返済予定の長期借入金 1,263,960 1,294,160

前受金 6,628,554 8,656,922

未払金 3,741,872 4,842,541

未払法人税等 46,211 5,031

賞与引当金 285,222 321,858

店舗閉鎖損失引当金 55,451 235,043

その他 1,253,978 1,678,667

流動負債合計 13,994,490 18,861,094

固定負債

長期借入金 3,103,000 3,318,380

役員退職慰労引当金 272,440 271,703

その他 112,152 74,184

固定負債合計 3,487,592 3,664,267

負債合計 17,482,083 22,525,362
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,299,900 1,299,900

資本剰余金 809,900 809,900

利益剰余金 1,917,520 892,124

自己株式 △66,291 △66,291

株主資本合計 3,961,028 2,935,632

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △10,741 △14,733

為替換算調整勘定 11,515 2,444

評価・換算差額等合計 774 △12,288

少数株主持分 2,941 3,105

純資産合計 3,964,744 2,926,449

負債純資産合計 21,446,827 25,451,811
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 37,407,028 30,485,394

売上原価 28,483,706 22,266,468

売上総利益 8,923,321 8,218,925

販売費及び一般管理費 ※1
 9,044,783

※1
 7,030,753

営業利益又は営業損失（△） △121,461 1,188,172

営業外収益

受取利息 6,070 1,997

受取配当金 72 －

金銭の信託運用益 14,550 7,175

法人税等還付加算金 － 14,539

その他 52,247 48,230

営業外収益合計 72,940 71,942

営業外費用

支払利息 31,646 39,821

消費税差額 － 23,533

その他 39,237 23,652

営業外費用合計 70,883 87,007

経常利益又は経常損失（△） △119,405 1,173,107

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 885

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 4,764

投資有価証券売却益 1,824 －

特別利益合計 1,824 5,649

特別損失

固定資産除却損 29,901 5,053

投資有価証券評価損 － 16,717

減損損失 61,314 31,298

店舗閉鎖損失引当金繰入額 322,846 －

賃貸借契約解約損 21,756 －

特別損失合計 435,818 53,068

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△553,399 1,125,688

法人税等 ※2
 261,726

※2
 100,453

少数株主損失（△） △3,176 △161

四半期純利益又は四半期純損失（△） △811,948 1,025,395
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 18,511,928 15,035,492

売上原価 14,243,048 11,064,635

売上総利益 4,268,879 3,970,857

販売費及び一般管理費 ※1
 4,459,350

※1
 3,436,151

営業利益又は営業損失（△） △190,471 534,706

営業外収益

受取利息 5,139 1,300

金銭の信託運用益 5,843 3,919

法人税等還付加算金 － 13,720

その他 24,135 19,242

営業外収益合計 35,119 38,182

営業外費用

支払利息 20,278 18,819

投資有価証券評価損 11,340 4,205

為替差損 － 9,449

消費税差額 － 12,122

その他 11,577 1,261

営業外費用合計 43,196 45,858

経常利益又は経常損失（△） △198,548 527,030

特別損失

固定資産除却損 12,672 2,528

投資有価証券評価損 － 4,999

減損損失 38,264 29,869

店舗閉鎖損失引当金繰入額 277,381 985

特別損失合計 328,318 38,384

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△526,866 488,645

法人税等 ※2
 184,383

※2
 39,528

少数株主損失（△） △1,807 △22

四半期純利益又は四半期純損失（△） △709,442 449,140
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△553,399 1,125,688

減価償却費 229,227 224,366

減損損失 61,314 31,298

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,048 △9,360

賞与引当金の増減額（△は減少） 76,099 △36,636

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 260,515 △179,591

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,521 737

受取利息及び受取配当金 △6,142 △1,997

支払利息 31,646 39,821

固定資産除却損 22,633 2,528

投資有価証券売却損益（△は益） △1,824 －

売上債権の増減額（△は増加） 244,746 848,557

たな卸資産の増減額（△は増加） △807 26,557

仕入債務の増減額（△は減少） △53,616 △9,058

前受金の増減額（△は減少） △2,147,921 △2,028,564

未払金の増減額（△は減少） △378,307 △1,038,084

その他 △417,499 △332,225

小計 △2,628,862 △1,335,961

利息及び配当金の受取額 6,236 1,792

利息の支払額 △28,158 △39,646

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △690,191 581,591

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,340,975 △792,223

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △427,235 △187,530

無形固定資産の取得による支出 △42,707 △16,928

投資有価証券の取得による支出 △156,850 －

投資有価証券の売却による収入 1,824 －

差入保証金の差入による支出 △351,890 △121,603

差入保証金の回収による収入 120,184 305,114

貸付けによる支出 △10,000 △11,928

貸付金の回収による収入 834 －

その他 3 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △865,835 △32,886

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △500,000 △1,100,000

長期借入れによる収入 3,100,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △664,380 △745,580

自己株式の取得による支出 △7,520 －

配当金の支払額 △272,572 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,655,526 △1,345,580

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,658 689

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,552,943 △2,170,000

現金及び現金同等物の期首残高 10,642,630 10,551,629

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 11,763 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,101,450

※
 8,381,628
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　　連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更

㈱ダイジョブは第１四半期連結会計期間において清算を結了したため、連

結の範囲から除外しております。

(2)変更後の連結子会社の数

９社

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係)

１．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「法人税等還付加算

　金」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。

　なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「法人税等還付加算金」は673千円でありま

　す。　

２．前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「消費税差額」は、営

　業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第

　２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「消費税差額」は8,682千円であります。　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係)

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「法人税等還付加算

　金」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。

　なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「法人税等還付加算金」は673千円でありま

　す。

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」及び「消

　費税差額」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしま

　した。なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」及び「消費税差額」は、

　それぞれ1,619千円及び4,377千円であります。　　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られる場合に、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等の合理的な基準を

使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定して算定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。　
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

                   2,144,569（千円）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

        2,018,382（千円）

※２　過年度に取得した資産のうち、国庫補助金による圧縮

記帳額は30,000千円であり、貸借対照表計上額はこの

圧縮記帳額を控除しております。

　なお、その内訳は建物30,000千円であります。

※２　　　　　　　　　　同左

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員退職慰労引当金繰入額 16,481（千円）　

従業員給与賞与 3,807,883 

賞与引当金繰入額 505,006  

貸倒引当金繰入額 5,210  

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員退職慰労引当金繰入額 12,659（千円）

従業員給与賞与 2,983,578 

賞与引当金繰入額 238,278 

　      

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　　　　　　　　　　同左

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員退職慰労引当金繰入額 7,694（千円）

従業員給与賞与 1,931,798 

賞与引当金繰入額 235,159 

貸倒引当金繰入額 3,886  

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員退職慰労引当金繰入額 5,515（千円）

従業員給与賞与 1,453,997 

賞与引当金繰入額 123,399 

貸倒引当金繰入額 8  

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　　　　　　　　　　同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 8,101,450

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 8,101,450

　

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 8,481,628

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000

現金及び現金同等物 8,381,628
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 109,872株　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,089株　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 
人材関連事業
（千円）

教育事業
（千円）

介護事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        
(1)外部顧客に対する

売上高
13,613,0633,647,889996,276254,69818,511,928 ― 18,511,928

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
81,922 20,935 ― 392,479 495,337△495,337 ―

計 13,694,9853,668,825996,276647,17819,007,265△495,33718,511,928

営業利益

又は営業損失(△)
220,447△430,44959,783△76,853△227,071 36,599 △190,471

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 
人材関連事業
（千円）

教育事業
（千円）

介護事業
（千円）

フランチャ
イズ事業　
（千円）　

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　   
(1)外部顧客に対する

売上高
10,140,9633,636,5661,078,76847,676131,51615,035,492 ― 15,035,492

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,912 3,983 ― 1,422 289,107300,426△300,426 ―

計 10,146,876 3,640,5491,078,76849,099420,62415,335,919△300,42615,035,492

営業利益

又は営業損失(△)
162,867215,96398,367△53,952 71,052494,29740,409534,706

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 
人材関連事業
（千円）

教育事業
（千円）

介護事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　
(1)外部顧客に対する

売上高
27,113,9397,887,4031,906,279499,40437,407,028 ― 37,407,028

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
163,731 60,917 ― 811,4531,036,102△1,036,102 ―

計 27,277,6717,948,3201,906,2791,310,85838,443,130△1,036,10237,407,028

営業利益

又は営業損失(△)
506,359△529,06944,384△171,840△150,166 28,704 △121,461

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 
人材関連事業
（千円）

教育事業
（千円）

介護事業
（千円）

フランチャ
イズ事業
（千円）　

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　
(1)外部顧客に対する

売上高
20,468,8157,527,4952,110,97394,222283,88730,485,394 ― 30,485,394

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
13,546 10,789 ― 4,627 585,900614,865△614,865 ―

計 20,482,3627,538,2852,110,97398,850869,78831,100,259△614,86530,485,394

営業利益

又は営業損失(△)
319,495624,929175,273△88,802101,0221,131,91856,2541,188,172

EDINET提出書類

ヒューマンホールディングス株式会社(E05428)

四半期報告書

24/31



（注）１．事業区分は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

（1）人材関連事業……………人材派遣、人材紹介

（2）教育事業…………………社会人教育、全日制教育

（3）介護事業…………………居宅介護支援、訪問介護サービス、デイサービス、グループホーム、小規模多機能型

居宅介護、介護付き有料老人ホーム

（4）フランチャイズ事業……英会話教室、ロボット教室　

（5）その他の事業……………スポーツエンターテインメント事業、コスメティック関連事業

３．事業区分の方法の変更

第１四半期連結会計期間より、従来「その他の事業」に含めておりました「フランチャイズ事業」を、その

金額的重要性が増したことにより、事業活動をより適切に開示するため、独立して表示しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報を、当第２四半期連結累計期間において用いた事業区分

の方法により区分すると次のようになります。

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 
人材関連事業
（千円）

教育事業
（千円）

介護事業
（千円）

フランチャ
イズ事業　
（千円）　

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　   
(1)外部顧客に対する

売上高
27,113,9397,887,4031,906,279170,392329,01237,407,028 ― 37,407,028

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
163,73160,917 ― 2,727 818,4621,045,838△1,045,838 ―

計 27,277,6717,948,3201,906,279173,1191,147,47538,452,866△1,045,83837,407,028

営業利益

又は営業損失(△)
506,359△529,06944,384△146,662△25,178△150,16628,704△121,461

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平

成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平

成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。

　

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので記載の対象から除いております。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）　

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 36,419円32銭 １株当たり純資産額 26,873円17銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △7,461円87銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額  9,426円07銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　(注)１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（千円） △811,948 1,025,395

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（千円）
△811,948 1,025,395

期中平均株式数（株） 108,813 108,783

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △6,521円63銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額  4,128円77銭

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額
 4,125円97銭

　(注)１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

四半期純利益又は四半期純損失（千円） △709,442 449,140

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（千円）
△709,442 449,140

期中平均株式数（株） 108,783 108,783

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

四半期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） ― 74
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

 

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月14日

ヒューマンホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　正一郎　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　陽子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヒューマンホール

ディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヒューマンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年９月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

ヒューマンホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　正一郎　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　陽子　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　立雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヒューマンホール

ディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年

７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヒューマンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年９月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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